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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第31期

第３四半期累計期間
第31期

第３四半期会計期間
第30期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 6,299,141 2,002,845 8,780,249

経常利益 (千円) 330,943 92,272 601,490

四半期(当期)純利益 (千円) 206,115 67,575 340,078

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) ─ ─ ─

資本金 (千円) ― 399,562 399,562

発行済株式総数 (株) ― 2,005,400 2,005,400

純資産額 (千円) ― 2,498,488 2,364,566

総資産額 (千円) ― 4,033,049 4,211,224

１株当たり純資産額 (円) ― 1,245.88 1,179.10

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 102.78 33.69 176.13

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

１株当たり配当額 (円) ─ ─ 36.00

自己資本比率 (％) ― 62.0 56.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △2,991 ― 99,508

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △413,815 ― △106,586

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △71,570 ― 552,562

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 603,841 1,092,219

従業員数 (名) ― 968 889

(注)　１．当社は連結財務諸表及び四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度及び四半期連結会計

期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社が営んでいる事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

　平成20年12月31日現在

従業員数(名) 968

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（嘱託社員を含んでおります。）は100分の10未満のため記載を省略

しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当社事業のうち、生産実績を有しているのはソフトウェア開発事業のみであるため、以下では当第３四

半期会計期間におけるソフトウェア開発事業の生産実績を記載いたします。
　

事業 生産高(千円)

ソフトウェア開発事業

通信系ソフトウェア 1,297,117

制御系ソフトウェア 278,172

業務系ソフトウェア 78,665

計 1,653,955

(注) １．金額は、製造原価で表示しております。
２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当社事業のうち、受注に基づき生産・販売を行っているのはソフトウェア開発事業のみであるため、以

下では当第３四半期会計期間におけるソフトウェア開発事業の受注実績を記載いたします。
　

事業 受注高(千円) 受注残高(千円)

ソフトウェア開発事業

通信系ソフトウェア 1,328,1911,089,237

制御系ソフトウェア 355,038 329,803

業務系ソフトウェア 37,343 40,897

計 1,720,5741,459,939

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第３四半期会計期間における販売実績を事業の種類別に記載いたします。
　

事業 販売高(千円)

ソフトウェア開発事業

通信系ソフトウェア 1,594,817

制御系ソフトウェア 276,187

業務系ソフトウェア 60,486

計 1,931,491

テクニカルサービス事業 68,229

ＩＴコンポーネント事業 3,124

合計 2,002,845

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第３四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％)

日本電気通信システム株式会社 599,254 29.9

富士ソフト株式会社 215,050 10.7

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期会計期間におけるわが国の経済は、米国による金融市場の混乱が、世界の金融市場に大き

な影響を与え、新興国を含めた世界的な同時不況、外需の一層の下押し圧力、消費の足踏み、雇用の低迷、

急激な為替相場の変動による企業業績への影響等により景気は急速に後退いたしました。

当業界におきましては、世界的な景気の急減速により、企業業績へも影響が及ぶこととなり、企業にお

いては一層の予算統制の動きが見られました。また、一部の企業においては開発案件の凍結や延期及び開

発規模の縮小等が発生し、ビジネス環境は一段と厳しい状況で推移いたしました。

このような状況下、当社は既存顧客の深耕開拓や新規顧客の拡大に注力し業績向上に努めるとともに、

他社との競争力を高めるべく技術力の向上及び品質向上に向けた一層の取り組みの強化、生産性の向上

を図りましたが、減収となりました。また利益面につきましては、総経費の低減に努めたものの、経常利益

は減益となりました。以上の結果、当第３四半期会計期間における経営成績は、売上高20億２百万円、経常

利益92百万円、四半期純利益67百万円となりました。

　

当第３四半期会計期間における事業別の業績は以下のとおりであります。

(ソフトウェア開発事業)

当社の主力事業でありますソフトウェア開発事業の売上高は19億31百万円となりました。Ｗｅｂ関連

をはじめとする通信ソリューション系は概ね順調に推移したものの、通信端末系は、国内携帯電話市場が

低迷したことにより、通信系ソフトウェア開発全体としては伸び悩みとなりました。また、制御系ソフト

ウェア開発においては、デジタル情報機器等が概ね順調に推移したことにより、全体としては堅調な推移

となりました。

(テクニカルサービス事業)

売上高は68百万円となりました。国内携帯電話市場の飽和による評価案件の低迷や、ネットワーク構築

・保守・運用サービスが伸び悩んだことにより、全体としては低調な推移となりました。

(ＩＴコンポーネント事業)

売上高は３百万円となりました。顧客における内部統制関連でのＩＴ化投資による社内システム整備、

基幹システムリプレイス等の需要が一巡したことや設備投資を控えたことにより低調な推移となりまし

た。

　

(2) 財政状態の分析

(資産の部)

流動資産は、前事業年度末に比べて２億19百万円減少（6.3％減）し、32億76百万円となりました。減少

の主な要因は、現金及び預金の減少４億88百万円、受取手形及び売掛金の減少３億59百万円、仕掛品の増

加２億43百万円、グループバンク制度への短期貸付金の増加４億円によるものであります。

(負債の部)

流動負債は、前事業年度末に比べて３億85百万円減少（32.2％減）し、８億11百万円となりました。減

少の主な要因は、買掛金の減少１億７百万円、未払法人税等の減少１億38百万円、賞与引当金の減少２億

２百万円、預り金の増加63百万円によるものであります。

固定負債は、前事業年度末に比べて73百万円増加（11.3％増）し、７億22百万円となりました。増加の

主な要因は、退職給付引当金の増加67百万円によるものであります。

(純資産の部)

純資産は、前事業年度末に比べて１億33百万円増加（5.7％増）し、24億98百万円となりました。増加の

主な要因は、四半期純利益２億６百万円の計上と、配当金の発生72百万円による減少であります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、６億３百万円とな

りました。

営業活動により支出した資金は、１億34百万円となりました。これは主に、税引前四半期純利益が92百

万円、売上債権の減少１億22百万円、退職給付引当金の増加25百万円、賞与引当金の減少１億89百万円、仕

入債務の減少64百万円、法人税等の支払額１億16百万円によるものであります。

投資活動により支出した資金は、13百万円となりました。これは、主に無形固定資産の取得によるもの

であります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

　

(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

今後の国内経済は、米国のサブプライムローン問題を背景とした金融市場の混乱による世界的な景気

の後退により、企業収益の悪化、個人消費の冷え込み、雇用の不安定化等、一層の厳しさが予想されます。

当業界におきましても、大規模な景気減退による企業の設備投資の抑制、設備計画の見直し等、経営環

境は厳しい状況となってきております。しかし、競争力を高めグローバル経済社会で発展するためのＩＴ

投資は企業の生命線であり、それを支える通信インフラの発展は、国内のみでなく世界規模で進んでお

り、通信分野における次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の商用化や次世代高速無線通信（ＷｉＭＡＸ）等

は、通信事業者等において積極的な開発及び設備投資を見込む重点領域とされております。

当社の主力事業であるソフトウェア開発事業においては、通信系ソフトウェアの受託開発業務を中心

としており、当該品目の当社売上高に占める比率は、当第3四半期会計期間において79.6%と高い状況と

なっております。また、当社では、通信基盤系や通信端末系の開発のみならず、これらを活用した通信ソ

リューション系の開発を手がけており、企業収益の改善を目的としたソリューション提案やソフトウェ

ア開発業務について、今後も受注拡大を図り注力していく方針であります。

しかしながら、国内通信業界における設備投資及び開発投資停滞による需要変動、依存度の高い顧客需

要変動、それらに対応する技術者の確保ができないことによる機会損失等により当社の経営成績及び財

政状態に影響を受ける可能性があります。

これらの状況を踏まえ当社といたしましては、首都圏の需要増加に対する地方拠点での案件対応のた

めの国内オフショア体制による機会損失の低減、新規顧客の開拓や当社が今までに培ってきました通信

系ソフトウェア開発技術と業務ノウハウを用いて、通信ソリューションを含めた通信系全般での事業拡

大を図って参ります。また、技術革新が激しい当業界において最新技術力の確保を目的として、技術取得

の強化と専門技術の高度化に努めて参ります。更に、これまでに培われた技術ノウハウの積極的な活用

と、品質及び生産性の向上にも努めて参ります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第３四半期会計期間において、第２四半期会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 6,621,600

計 6,621,600

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,005,400 2,005,400
ジャスダック
証券取引所

全て完全議決権株式であり、
権利内容に何ら限定のない、
当社における標準となる株式
であります。なお、単元株式数
は100株であります。

計 2,005,400 2,005,400― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年12月31日 ─ 2,005,400 ─ 399,562 ─ 307,562

　

(5) 【大株主の状況】

　

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ─ ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,005,000
20,050 ―

単元未満株式
普通株式

400
― ―

発行済株式総数 2,005,400― ―

総株主の議決権 ― 20,050 ―

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
　４月

　
　５月

　
　６月

　
　７月

　
　８月

　
　９月

　
　10月

　
　11月

　
　12月

最高(円) 1,4491,5351,4901,3451,2701,125 951 865 898

最低(円) 1,2051,2501,2501,2021,070 920 666 762 740

(注)　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所における株価を記載しております。

　

３ 【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおり
　であります。
　

　(1)役職の異動

新役職 旧役職 氏名 異動年月日

代表取締役副社長 取締役 渡辺 剛喜 平成20年９月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期会計期間(平成20年10月１日か

ら平成20年12月31日まで)及び当第３四半期累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係

る四半期財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

なお、太陽ＡＳＧ監査法人は、平成20年７月15日付をもって、法人組織を有限責任監査法人へ移行し、名称

を太陽ＡＳＧ有限責任監査法人に変更しております。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１　【四半期財務諸表】
(1)　【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期
会計期間末

(平成20年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 603,841 1,092,219

受取手形及び売掛金 ※２
 1,617,966 1,977,063

商品 648 －

仕掛品 402,821 159,165

その他 651,310 268,015

貸倒引当金 △304 △360

流動資産合計 3,276,284 3,496,103

固定資産

有形固定資産 ※１
 268,799

※１
 274,584

無形固定資産 56,254 40,251

投資その他の資産 431,710 400,285

固定資産合計 756,764 715,121

資産合計 4,033,049 4,211,224

負債の部

流動負債

買掛金 203,272 310,986

賞与引当金 224,642 427,500

役員賞与引当金 15,001 13,972

その他 368,936 444,876

流動負債合計 811,853 1,197,335

固定負債

退職給付引当金 703,841 636,169

役員退職慰労引当金 18,866 13,151

固定負債合計 722,708 649,321

負債合計 1,534,561 1,846,657

純資産の部

株主資本

資本金 399,562 399,562

資本剰余金 307,562 307,562

利益剰余金 1,791,363 1,657,441

株主資本合計 2,498,488 2,364,566

純資産合計 2,498,488 2,364,566

負債純資産合計 4,033,049 4,211,224
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(2)　【四半期損益計算書】
　　【第３四半期累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 6,299,141

売上原価 5,091,137

売上総利益 1,208,004

販売費及び一般管理費 ※１
 881,114

営業利益 326,890

営業外収益

受取利息 3,297

受取事務手数料 804

その他 162

営業外収益合計 4,263

営業外費用

為替差損 210

営業外費用合計 210

経常利益 330,943

特別利益

貸倒引当金戻入額 55

特別利益合計 55

税引前四半期純利益 330,999

法人税、住民税及び事業税 64,086

法人税等調整額 60,797

法人税等合計 124,883

四半期純利益 206,115
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　　【第３四半期会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

売上高 2,002,845

売上原価 1,607,276

売上総利益 395,569

販売費及び一般管理費 ※１
 305,492

営業利益 90,077

営業外収益

受取利息 1,705

受取事務手数料 399

その他 91

営業外収益合計 2,195

経常利益 92,272

特別利益

貸倒引当金戻入額 16

特別利益合計 16

税引前四半期純利益 92,289

法人税、住民税及び事業税 △52,552

法人税等調整額 77,266

法人税等合計 24,713

四半期純利益 67,575
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(3)　【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 330,999

減価償却費 14,477

貸倒引当金の増減額（△は減少） △55

賞与引当金の増減額（△は減少） △202,857

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1,029

退職給付引当金の増減額（△は減少） 67,671

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 5,714

受取利息 △3,297

売上債権の増減額（△は増加） 359,096

たな卸資産の増減額（△は増加） △244,305

仕入債務の増減額（△は減少） △107,714

その他 7,330

小計 228,089

利息の受取額 3,700

法人税等の支払額 △234,781

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,991

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,731

無形固定資産の取得による支出 △14,069

短期貸付金の増減額（△は増加） △399,940

その他 1,925

投資活動によるキャッシュ・フロー △413,815

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △71,570

財務活動によるキャッシュ・フロー △71,570

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △488,378

現金及び現金同等物の期首残高 1,092,219

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 603,841
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】
　

当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　会計方針の変更

（1）棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計

基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９

号）を第１四半期会計期間から適用し、評価基準につ

いては、原価法から原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）に変更しております。

この変更に伴う、当第３四半期累計期間の損益に与

える影響はありません。

 

（2）リース取引に関する会計基準等の適用

「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準

委員会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30

日　企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　平成６

年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基

準適用指針第16号）を第１四半期会計期間から早期

に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処

理に変更しております。また、リース資産の減価償却

の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼ

ロとして算定する方法を採用しております。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採

用しております。

この変更に伴う、当第３四半期累計期間の損益に与

える影響はありません。
　

【簡便な会計処理】
　

当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１　たな卸資産の評価方法

当四半期会計期間末のたな卸高の算出に関しては、

実地たな卸を省略し、合理的な方法により算定する方

法によっております。

また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低

下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。

 

２　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、事業年度に

係る減価償却費の額を期間按分して算出する方法に

よっております。

　
【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第３四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　 41,611千円　

 

※２　四半期会計期間末日満期手形　　

　四半期会計期間末日満期手形の会計処理につい　　

ては、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第３四半期会計期間末日が金融機関の休日

であったため、次の四半期会計期間期末日満期手形

が、四半期会計期間末残高に含まれております。　　

　　受取手形　　　　　　　　　5,180千円　　

 

　３　当座貸越契約

当社は、運転資金等の効率的な調達を行うため、

取引銀行１行と当座貸越契約を締結しておりま

す。

当契約に基づく当第３四半期会計期間末の借入

未実行残高等は次のとおりであります。

 

当座貸越極度額 500,000千円

借入実行残高 － 千円

差引額 500,000千円

 
 

※１　有形固定資産の減価償却累計額　　 32,895千円　

 

　　　　　　　　　───────

 

 

 

 

 

 

 

　３　当座貸越契約

当社は、運転資金等の効率的な調達を行うため、

取引銀行１行と当座貸越契約を締結しておりま

す。

当契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

等は次のとおりであります。

 

当座貸越極度額 500,000千円

借入実行残高 － 千円

差引額 500,000千円
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(四半期損益計算書関係)

　

第３四半期累計期間

当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給与 279,082千円

従業員賞与 49,021千円

賞与引当金繰入額 26,484千円

役員賞与引当金繰入額 15,001千円

退職給付費用 14,343千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,714千円
 
　

第３四半期会計期間

当第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

従業員給与 93,047千円

賞与引当金繰入額 26,484千円

役員賞与引当金繰入額 2,194千円

退職給付費用 4,777千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,610千円

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 603,841千円

現金及び現金同等物 603,841千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期累計期間(自　平成20年４月１日　至平成20

年12月31日)
　
１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第３四半期会計期間末

普通株式(株) 2,005,400

　

２　自己株式に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　　　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年５月27日
取締役会

普通株式 72,194 36平成20年３月31日平成20年６月27日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日

が当四半期会計期間の末日後となるもの

　　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度末
(平成20年３月31日)

1,245.88円 1,179.10円

　

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第３四半期会計期間末
(平成20年12月31日)

前事業年度
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,498,488 2,364,566

普通株式に係る純資産額(千円) 2,498,488 2,364,566

普通株式の発行済株式数(株) 2,005,400 2,005,400

普通株式の自己株式数(株) ― ―

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(株)

2,005,400 2,005,400

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期累計期間

当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 102.78円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 円

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　 　 　２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 206,115

普通株式に係る四半期純利益(千円) 206,115

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 2,005,400
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第３四半期会計期間

当第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 33.69円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ― 円

(注)　１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

  　  　２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期損益計算書上の四半期純利益(千円) 67,575

普通株式に係る四半期純利益(千円) 67,575

普通株主に帰属しない金額(千円) 　―

普通株式の期中平均株式数(株) 2,005,400

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月６日

サイバーコム株式会社

取締役会　御中

　

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　川　　口　　　　　勉　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　柴　　谷　　哲　　朗　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　石　　原　　鉄　　也　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているサイ

バーコム株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第31期事業年度の第３四半期会計期間

（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成20年４月１日から平成20年

12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、サイバーコム株式会社の平成20年12月31日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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